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概 要 

 
環境問題への取り組みに社会全体の関心が高まりつつある中，鉄道システム

においても更なる消費エネルギーの低減が求められている．鉄道システムにお

いて車両の駆動に関わるエネルギーがエネルギー消費の大部分を占めており，

この駆動エネルギーの削減が鉄道システムの省エネに有効である．駆動に関わ

るエネルギーを削減する方法として，駅間の消費エネルギーが最小となる走り

方を数理最適化技術で算出し，その走り方に従って列車を自動で運転する取り

組みが期待されている．しかしながら現時点で省エネのために自動運転が導入

される例は少なく，その理由として自動運転技術の導入コストの高さがある．

自動運転技術の導入コストの高さは主に自動運転に必要な技術である定点停止

制御の導入コストの高さに起因し，その要因として，(1)高精度自己位置推定の

ための装置が高価，(2) システム導入時に実使用環境下における専門作業員によ

る調整作業が必要で人件費がかかる，がある．本研究では低コストな自動運転

技術を確立し，鉄道システムの更なる省エネを実現すること目的とする．その

ために高コストの原因となっている定点停止制御について低コスト化を図るた

めに，画像処理を用いた自己位置推定技術や調整作業を自動化する自動調整技

術を提案し，計算機シミュレーションや実験を通じて提案手法の実現可能性を

検討する．検討の結果，(1)画像処理の活用により低コストで自己位置が推定可

能であり，定点停止に適用可能であること，(2)近似関数を用いて計算負荷を低

減した自動調整技術で停止位置精度を満たしつつ調整日数の低減が図られるこ

と，を明らかにする．本研究の成果を組み合わせることで自動運転技術を安価

に実現できる見込みを得た．その結果，自動運転技術を用いて省エネな走行パ

ターンで列車を走行させることが可能となり，運転士ごとの運転操作のばらつ

きに起因する消費エネルギーのばらつきが抑制され，消費エネルギーが 20%程

度削減できると考えられる． 
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第 1章  

序論 
 

 

1.1 鉄道システムにおける省エネへの取り組み 

 環境問題への取り組みに社会全体の関心が高まりつつある中，国内外の鉄道

事業者において，省エネへの取組みが活発化している．駅の空調やエレベータ

も含めた鉄道システム全体の消費エネルギーの内訳を図 1に示す．鉄道システ

ムで消費されるエネルギーの内，列車を駆動させるために消費される駆動エネ

ルギーや列車の空調で消費されるエネルギーといった列車で消費されるエネル

図 1 鉄道システムの消費エネルギーの内訳 

Fig. 1 Breakdown of energy consumption by railway system. 
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ギーが約80%を占める[1]．列車で消費されるエネルギーのうち大部分を駆動エ

ネルギーが占めており，鉄道システム全体の消費エネルギーの内，60%を占める．

そのため鉄道システムの更なる省エネのためには駆動エネルギーの低減が重要

となる． 

 駆動エネルギーの低減に関して主に二つの取り組みが行われている．一つは

電動機やインバータ制御装置といった駆動に関わる装置のエネルギー効率向上

であり，二つ目はシステム全体での省エネの取り組みである．装置のエネルギ

ー効率向上に関しては小型軽量化や損失低減のための設計最適化などさまざま

な研究・開発が行われてきており，大きな成果を挙げている． 

 近年は装置のエネルギー効率向上に加えシステム全体での省エネの取り組み

が注目されている．システム全体での省エネとは，複数の装置を最適に制御し

たり，列車の走り方（走行パターン）を工夫したりして列車運行のエネルギー

を削減する取り組みである．例えば，(1)電動機高効率点制御，(2)走行パターン

省エネ最適化などがある．この2つの取り組みについて簡単に説明する． 

 

●電動機高効率点制御  

 鉄道車両の制御状態には大きくわけて力行，定速，惰行，ブレーキがある．

力行とは自動車の加速に相当する．定速とは自動車で言うクルーズコントロー

ルであり一定の速度を維持して走行する状態である．惰行は自動車で言うコー

ストであり，加速力は発生させておらず走行抵抗によって列車速度が低下して

いる状態である．ブレーキは自動車のブレーキと同じ状態である．一般的に電

動機の効率は最大の加速状態にあるときに最高効率となるように設計される．

言い換えれば，電動機が出しうる最大の力を発生させていない状態では電動機

として効率が悪い状態である．鉄道車両の制御状態として多いのは定速や惰行

であり，快速運転や特急運転といった駅間の距離が長い場合，ほとんどの制御

状態が定速となる．定速では走行抵抗に打ち勝つだけの加速力を出しているだ

けであり，力行に比べて出力している力が小さく電動機の効率が低い．そのた

め快速運転や特急運転では走行中の多くの時間で電動機を効率の低い動作点で

動作させていた．この課題に対し，定速中の電動機効率を改善し省エネを実現

するために電動機高効率点制御が提案されている[2][3]．電動機高効率点制御と



 

 

第 1 章 序論  

3 

 

は，列車内の複数の電動機のうち走行抵抗に打ち勝つのに必要な最低限の電動

機数をリアルタイムに算出し，算出された電動機数のみを稼動させる制御であ

る(図 2)．本制御により定速中の一電動機あたりの出力が大きくなり，電動機を

効率が高い領域で動作させることが可能となり(図 3)，車両運行エネルギー低減

が実現される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 電動機高効率点制御の動作概念図 

Fig. 2 Conceptual diagram of motor control  

at high-efficiency operating point. 
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●走行パターンの省エネ最適化 

 鉄道も自動車と同じく運転士ごとに運転の仕方が異なり，図 4に示すように

同一駅間を同一走行時間で走行したときでも車両運行のエネルギーが大きく異

なることが分かっている．この運転士ごとのエネルギーのばらつきは井関らに

よると±20%程度[4]あると報告されており，横田らのデータでも[5]20%存在す

ることが確認できる．このばらつきは路線や駅間によって変化しうるが，すべ

ての運転士が省エネな走行パターンで走行するだけでエネルギーを20%程度削

減できることを示唆している．そこで省エネとなる走行パターンを算出し，そ

の省エネ走行パターン通りに走行することで省エネ化を図る取り組みが走行パ

ターンの省エネ最適化である．省エネな走行パターンは時々の条件（列車質量

や加速性能，走行抵抗，勾配）によって異なるため，それらの条件を制約条件

図 3 電動機の動作点変化 

Fig. 3 Motor operating point comparison  

between conventional method and proposed method. 
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として数理最適化技術を用いて省エネ走行パターンを算出する研究が多くなさ

れている[6][7][8][9][10]．これらの研究成果を活用すると省エネな走行パターン

を得ることが出来る． 

 前述のように走行パターンの最適化による省エネ効果は非常に大きいことが

知られているが人間が常に省エネな走行パターン通りに列車を正確に制御する

ことは難しい．そのため走行パターンの省エネ最適化にはあらかじめ規定され

た省エネ走行パターンに列車を正確に追従させる自動運転技術が重要となる． 

 

 

 

 

図 4 運転士ごとのエネルギーばらつきを表す概念図 

Fig. 4 Conceptual diagram of energy consumption variation  

caused by operation difference. 
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1.2 鉄道システムにおける自動運転技術の現状と問題点 

 あらかじめ規定された走行パターンに列車が追従するように列車を加速させ

たり減速させたりする自動運転技術は1981年のポートライナーをはじめとして

ゆりかもめやつくばエクスプレスといった路線に導入されている．自動運転技

術の一部に列車のドアとホームにおける乗客の待ち位置を正確に合わせるよう

に列車を制御する定点停止制御と呼ばれるものがある．この定点停止制御は導

入時のコストが高いことが知られており，その導入コストの高さが省エネのた

めに自動運転技術を活用する際の課題となる．定点停止制御の導入コストが高

くなる要因として，(1)高精度自己位置推定のための装置が高価，(2)システム導

入時に実使用環境下における専門作業員による調整作業が必要で人件費がかか

る，が挙げられる． 

 現在実用化されている定点停止制御は経路上に専用のマーカーを設置し，マ

ーカー上を列車が通過するときにマーカーからマーカーの位置情報を受信する

ことで自己位置を補正し高精度な自己位置推定を実現している．しかしながら

マーカーを用いた自己位置推定はマーカーそのものが高価であることや線路上

へのマーカー設置に起因する高い土木工事費用や維持管理費用によって導入コ

ストが高くなる． 

また，定点停止制御は列車を規定の停止位置に高精度に停止させる必要があ

る．減速度といった車両特性は列車ごとに異なることから，すべての列車で要

求される停止位置精度を満たすように定点停止制御のパラメータを調整する必

要がある．この調整は専門作業員が試行錯誤を繰り返して行うため，調整日数

がかかる傾向にあり，高い導入コストの一因となっている． 

このように自動運転技術は多くの実用例があり，技術が確立されているが，

導入コストが高いという課題を抱えている． 

 

1.3 研究の目的 

 前述のように鉄道システムの更なる省エネのためには列車を省エネな走行パ

ターンに従って走行させることが有用である．自動運転技術を用いた列車の省
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エネ走行をより多くの列車や路線に導入するためには，定点停止制御を安価に

実現することが重要である．そこで本研究では，従来と比較して安価に定点停

止制御を実現することで自動運転技術の普及を図り，自動運転技術により列車

を省エネな走行パターンで走行させることにより鉄道システムの省エネルギー

化を図ることを目的とする． 

 

1.4 本論文の構成 

 本論文における各章の位置づけを図 5に示す．第2章では鉄道システムの自動

運転技術で鍵となる定点停止制御に関して，その構成要素技術について述べる． 

 定点停止制御技術の(1)高精度自己位置推定のための装置が高価，(2)システム

導入時に実使用環境下における専門作業員による調整作業が必要で人件費がか

かる，という二つの課題に対して(1)の課題を解決するための研究を第3章で，(2)

の課題を解決するための研究を第4章で述べる． 

 第3章では従来手法である高価なマーカーを用いた自己位置推定に代えて低

コストで自己位置推定が可能な技術の実現を目指した研究を行う．まず，既存

の自己位置推定技術と課題を述べた後，画像処理を用いて自己位置を推定する

新たな手法を提案し，提案手法について計算機シミュレータを用いた実現性に

ついて検討する．また，1/10スケールの試験車両を用いて提案手法による定点停

止制御の停止位置精度を評価する． 

 第4章では，もう一つの課題であるシステム導入時の調整作業コストを低減す

るための研究を行う．まず，調整作業の大部分を占める車両特性の把握につい

て減速度波形から自動調整を行う技術を提案し，提案手法の実機試験結果や計

算負荷の観点から有用性を評価する． 

 第5章では本論文を総括して研究の結論と今後の展望について述べる． 
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図 5 本論文における各章の位置づけ 

Fig. 5 Architecture of this paper. 
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第 2章  

定点停止制御 
 

本章では本論文で対象とする定点停止制御について，技術概要について述べ

たあと定点停止制御の重要な技術である自己位置推定技術と自動調整技術の課

題を説明する． 

 

2.1 構成要素技術 

 自動運転技術はあらかじめ規定された走行パターンに追従するように列車を

加速させたり減速させたりする．自動運転技術の一部に列車のドアと乗客の待

ち位置を正確に合わせるように列車を制御する定点停止制御がある．現在一般

的なマーカーを用いて推定した自己位置に基づく定点停止制御について説明す

る．定点停止制御では，目標速度に沿って列車が減速するように速度調整し，

列車を所定の位置に停止させる．上記の動作を実現するためのシステム構成を

図 6に示す．定点停止制御は位置推定部，目標速度算出部，追従制御部，ブレ

ーキ制御部の四つの機能ブロックから構成され，以下の手順で自動的に列車を

予め決められた目標停止位置に停止させる． 

(1)位置推定部： 

位置推定部は速度センサからの列車速度とマーカーからの位置情報に基づ

いて列車の自己位置を推定する．車軸の端に取り付けられ車軸の回転数を計

測する速度発電機から車軸回転数を取得し，車軸回転数と車輪円周長との積

から算出される列車速度を積分することで自己位置を推定する．列車速度の

積分による自己位置推定は積分誤差や計算に使用した車輪円周長と実際の

車輪円周長の差に起因する誤差などが生じる．そこで定期的に地上のマーカ
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ーからの位置情報をもとに誤差を補正する．マーカーには列車の安全を担保

する保安装置向けにおよそ1000 m間隔で設置されているものと，定点停止制

御向けに目標停止位置の付近に3，4箇所設置されている2種類が存在する．

本論文では定点停止制御向けのマーカーについて議論する． 

(2)目標速度算出部： 

目標停止位置に停止するために追従すべき速度パターンを目標速度パター

ンとして予め保持しておく．位置推定部が推定した自己位置に対応する目標

速度パターンの速度を目標速度とする． 

(3)追従制御部： 

現在の列車速度と，現在の自己位置における目標速度とを比較し，偏差が小

さくなるように制御量(ブレーキ指令)を比例制御もしくはPID制御で決定す

る． 

(4)ブレーキ制御部： 

追従制御部からの制御量に基づいてブレーキ装置を制御する．ブレーキ制御

部は乗客の多寡によらず同一の制御量に対して同一の減速度を発生させる

ようにブレーキ制御を補正する機能を有している． 

 

次に定点停止制御の概念図を図 7に示す．前述の通りこの方式は列車に設置

された受信機が地上に設置されたマーカー上を通過した際に地上のマーカーか

ら位置情報を受信し自己位置を更新する．マーカーは経路上に間欠的に設置さ

れており，マーカーとマーカーの間の自己位置は列車速度の積分で推定する．

定点停止制御向けのマーカーは一般的に目標停止位置(駅における列車先頭位

置)から400 m手前付近に一つ目のマーカーが設定され，100~200 m手前付近，

10~20 m手前の合計3個設置される場合が多い[11][12][13]．マーカー上を通過す

ると自己位置が補正され，列車が追従すべき目標速度が補正される． 

 追従制御部では比例制御もしくはPID制御を用いて列車を目標速度に追従さ

せる．目標速度に列車をスムースに追従させるためには車両特性（減速度特性

や無駄時間）を考慮して比例制御もしくはPID制御の制御パラメータを設定する

ことが重要となる．しかしながら列車ごとに車両特性が異なることからすべて

の列車に適用できる制御パラメータを決定することは難しい．現在は専門作業
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員が経験から制御パラメータを決定しており，時間がかかる上に属人的になる

という課題がある．これらの課題を解決するために列車がスムースに目標速度

パターンに追従できる制御のパラメータの調整を自動で行う技術が自動調整技

術と呼ばれる．  

 

 

 

 

 

 

図 6 定点停止制御の構成要素 

Fig. 6 System configuration of conventional stopping control. 
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図 7 定点停止制御の概念図 

Fig. 7 Conceptual diagram of conventional stopping control. 
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2.2 自己位置推定技術 

 はじめに定点停止制御の自己位置推定について要求される精度を説明する．

一般的に定点停止制御に要求される停止位置精度は1 mである．停止位置精度は

自己位置推定精度と追従制御部で用いられるPID制御の影響を受けるが，さまざ

まな車両条件においてPID制御による定点停止制御を行った場合の停止位置誤

差をシミュレーションで評価した結果[14]や，実際の列車を用いた定点停止制御

の停止位置誤差結果[15]から追従制御に起因する位置誤差はおよそ0.2mである．

そこで停止位置精度1 mのうち0.2 mを追従制御部で発生しうる誤差と考え，自己

位置推定に要求する位置精度は0.8 mとする． 

次に既存の様々な自己位置推定技術の特徴を表 1に示す．まずはじめに

GNSS(Global Navigation Satellite System)を用いた方法を説明する．鉄道システム

向けにGNSSを用いて自己位置を推定する研究は多くなされている[16][17][18] 

[19][20]．GNSSを用いた自己位置推定はマルチパスによる位置精度低下や地下区

間などGNSSが使用できない条件があるといった課題が存在する．(表 1 No.1)． 

次にLIDAR (Light Detection and Ranging)を用いた技術について述べる(表 1 

No.2)．自動車の自動運転やロボット向けの自己位置決定において多数の研究成

果が報告されている[21] [22][23][24]．また，鉄道システムの自己位置推定に使用

される例も見られる[25] [26]．LIDARの自己位置推定精度は0.01～0.1 mと定点停

止制御に適用可能な精度を有しているが，現時点でLIDARは非常に高価であり

そのコストの高さが課題である． 

次に速度積分により自己位置を推定する手法について説明する．この手法に

は速度をミリ波で推定するもの，画像処理で推定するものなどがある． 

速度をミリ波で推定する方法(表 1 No.3)は車輪の回転数を使用しないため空

転や滑走の影響や車輪径誤差の影響を受けにくい利点がある．先行研究[27]によ

ると推定速度と真値との誤差の累積誤差は走行箇所や速度によって異なるが最

大で走行距離の0.6 %である．定点停止制御に必要な位置推定精度0.8mを満足す

るためには133mごとに位置補正のためのマーカーを設置する必要があり低コス

ト化には寄与しない． 

画像処理を用いて速度を推定する方法について説明する[28](表 1 No.4)．一定
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時間間隔で撮影した画像の同一地点の移動量を画像処理で推定し，移動量と撮

影間隔から速度を推定する．この方法では走行距離の3.7 %の位置誤差が発生す

ることが報告されている[29]．定点停止制御に必要な位置推定精度0.8mを満足す

るためには21mごとに位置補正のためのマーカーを設置する必要があり低コス

ト化には寄与しない． 

鉄道システムの自己位置推定手法として主流なものとしてオドメーター＋マ

ーカー方式(表 1 No．5)がある．本方式はオドメーターからの列車速度の積分に

より得られる自己位置をベースとし，定期的にマーカーを使用してオドメータ

ーからの速度と真値との誤差の累積誤差を補正する手法である．マーカー通過

時の地点検出精度は0.1 mと非常に高精度であり，夜間や霧，雪といった悪天候

でも位置精度が低下せず高い耐環境性を有するという利点がある．しかしなが

ら先述のとおりコストが課題であり，また停止位置精度を向上させるために累

積誤差を小さくするためには多くのマーカーを設置する必要がある． 

 以上のように既存の自己位置推定技術にはセンサーが高価であるか，定点停

止制御に使用するためには自己位置推定精度が低く，自己位置を定期的に補正

表 1 自己位置推定技術の特徴 

Table 1 Comparison of localization methods. 
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するために多数のマーカーを経路上に敷設する必要があるといった課題がある．  

 

2.3 自動調整技術 

 定点停止制御の追従制御は比例制御を用いて目標速度パターンに列車を追従

させるための制御量を算出するのが一般的である．多少の車両特性の変動は比

例制御で吸収可能であるが，実際の車両特性が想定した車両特性と大きく異な

る場合は停止位置精度が悪化する可能性がある．そこで現状は熟練の専門作業

者が複数回列車を走行させて車両特性を把握し，制御パラメータを調整してい

る．このように定点停止制御の調整作業は属人的で試行錯誤に基づいた追従制

御のパラメータ調整を行っていることや，同型式の列車でも，編成ごとに車両

特性が異なり得，車両特性の把握に時間がかかるという課題を抱えている．こ

れらの課題を解決するために自動で車両特性を把握し，制御パラメータを自動

で調整する自動調整技術が研究されている[15][30][31][32]． 

 

2.4 まとめ 

 定点停止制御について既存の自己位置推定技術にはセンサーが高価であるか，

定点停止制御に使用するためには自己位置推定精度が低く，自己位置を定期的

に補正するためにマーカーを経路上に敷設する必要があるといった課題がある．

また，追従制御の制御パラメータの調整に時間がかかるという理由から導入コ

ストが高くなっている．以上から定点停止制御の導入コスト低減のためには低

コストで自己位置推定を行う技術や，自動調整技術の確立が必要となる． 
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第 3章  

画像処理による自己位置推定技術 
 

 

本章では定点停止制御向けの低コストな自己位置推定技術として画像処理に

より算出した地上目標物と列車との相対距離情報と，地上目標物の位置情報か

ら自己位置を推定する方法を提案する．まずはじめに提案手法の動作原理を述

べる．その後，計算機シミュレーションで提案手法の信頼性や実現性について

基本的な検討を加え，さらに 1/10 スケールの試験車両を用いて検証試験を行う． 

 

3.1 動作原理 

 定点停止制御向けの低コストな自己位置推定技術として画像処理による地上

目標物との相対距離情報を用いた方法を提案する．これは定点停止制御の目標

停止位置が固定であることを利用し目標停止位置に設置された停止位置目標と

列車の相対距離から自己位置を推定する方法である．停止位置目標と列車の相

対距離は単眼カメラ，ステレオカメラを問わず自動車の分野で豊富な研究事例

[33][34][35][36][37][38]がある画像処理による測距技術を用いることとした．な

お，提案手法を用いた定点停止制御導入に当たって以下の前提条件を設定した． 

 

(1)外界環境の影響を受けにくい地下路線を対象とする．  

(2)自己位置推定技術以外の構成は現状の定点停止制御装置と同様とする． 

(3)本手法用の停止位置目標を新たに設置する． 

(4)列車がどの駅間を走行しているのかは既知であり，次の停止位置目標の位

置も既知である． 

(5)列車の安全を担保する保安装置向けにおよそ1000 m間隔でマーカーが設置
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されている． 

(6)各駅にはホーム上の利用者の監視や乗降整理のための係員が常駐し，本手

法用の停止位置目標の状態の監視も行う． 

 

 画像処理による定点停止制御の構成要素を図 8に示す．提案手法と従来手法

(図 6)の違いは位置情報をマーカーから取得するか画像処理による相対距離情

報から得るかである．相対距離算出部はカメラから取得した画像から相対距離

を算出する．位置推定部は相対距離算出部から取得した相対距離と停止位置目

標の位置情報と組み合わせて自己位置を推定する．図 9は提案手法の概念図で

ある．停止位置目標が認識されるまでは列車速度の積分から推定された自己位

置に基づき目標速度を算出する．列車速度の積分から自己位置を推定する方法

は従来手法と同様である．停止位置目標を認識した後は相対距離に基づいた自

己位置から目標速度を算出し，目標速度に沿うように列車を制御する． 

次に画像処理による自己位置推定処理フローを図 10に示す．はじめに列車が

走行している駅間を特定する(図 10 (a))．駅間の情報は保安装置や車両情報制御

システムから取得する．提案手法では各駅における停止位置目標の絶対位置と

設置位置の情報を記録したデータベースを有しており，手順(a)で特定した駅間

情報でデータベースを参照することにより次に認識されると予想される停止位

置目標の停止位置目標情報(絶対位置)を取得する(図 10 (b))．列車の先頭に設置

したカメラを用いて目標停止位置に設置した停止位置目標を探索し(図 10 (c))，

目標を検出すると停止位置目標までの相対距離を推定する(図 10 (d))．停止位置

目標の絶対位置と停止位置目標と列車の相対距離から自己位置を推定する(図 

10 (e))．一般的に鉄道システムでは所定の起点からの距離(キロ程)で自己位置を

定義することが多い．キロ程の値が増加する方向に列車が走行している場合は，

停止位置目標の絶対位置から相対距離を減算することで自己位置を推定する．

一方，キロ程の値が減少する方向に列車が走行している場合は，停止位置目標

の絶対位置から相対距離を加算することで自己位置を推定する．画像処理によ

る自己位置推定が実施されるまでは従来手法と同様に列車の位置を車輪の回転

速度と，車輪円周の長さとの積で推定する(図 10 (f))． 
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図 8 提案手法による定点停止制御の構成要素 

Fig. 8 System configuration of proposed stopping control. 



 

 

第 3 章 画像処理による自己位置推定技術  

20 

 

 

 

図 9 提案手法による定点停止制御の概念図 

Fig. 9 Conceptual diagram of proposed stopping control. 
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3.2 計算機シミュレーションによる実現性の検討 

本節では提案手法による定点停止制御の実現性を計算機シミュレーションで

検討する．従来手法は自己位置の補正位置が固定されており，目標速度の修正

位置が不変であるが提案手法では自己位置の補正位置が画像処理結果によって

変動し，その結果目標速度の修正位置も変化する．すなわち提案手法では目標

速度の修正位置がばらつくことにより追従制御の安定性が損なわれ，停止位置

精度が悪化する可能性が考えられる．そこで本節では計算機シミュレーション

により提案手法の実現性を検証する．具体的には提案手法で想定されるさまざ

まな位置誤差条件を設定し，その位置誤差条件下において提案手法による定点

停止制御が要求停止位置精度±1m を満足するかについて評価を行う． 

図 10 自己位置推定処理フロー 

Fig. 10 Flow chart of self-localization using proposed method. 
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3.2.1 想定位置誤差 

 本シミュレーションでは以下の位置誤差を検討する． 

 (1)累積誤差 

 (2)フレームレートに起因する誤差 

 (3)画像処理に起因する誤差 

(1)の累積誤差はオドメーターからの速度と真値との誤差が積分されることに

よって発生する誤差である．鉄道システムの保安装置向けの規格[39]によると自

己位置精度は±10 m 以内に収めることが要求されおり，この要求を満たすため

に実在の鉄道システムでは 1000 m 間隔でマーカーが設置されることが多い．す

なわち累積誤差としては走行距離の±1 %が想定されているとし，本論文では累

積誤差は走行距離の±1 %とする． 

 次に，フレームレートに起因する誤差について説明する．画像処理では推定

に使用した画像がフレームレート間に列車が走行した距離のうち，どの位置で

撮像されたものかを特定する難しい．これは一般的なカメラのローリングシャ

ッター方式ではカメラの全画素を同時に露光し，一括で読み出すのではなく，

所定の画素ごとに露光し順次読み出して映像を取得するため，移動体で撮像を

実施した場合，同じ画像でも画素ごとに撮像された位置が異なるためである．

本論文ではこの位置誤差 E[m]をフレームレート間に列車が走行した距離と定義

し，式(1)で推定する． 

 

(1) 

 

ここで V は列車速度[m/s]，f はフレームレート[fps]である．画像処理による相対

距離は撮像を開始した位置での相対距離として扱い，カメラのフレームレート

に起因する位置誤差は自己位置が目標停止位置側に進む方向のみを考える． 

 次に画像処理に起因する誤差について検討する．画像処理を用いる場合，外

界環境の影響による算出誤差を考慮する必要がある．そこで本提案で対象とし

ている地下空間かつ蛍光灯照明環境下という条件に近い条件で画像処理による

相対距離算出実験を行い，画像処理による相対距離誤差がどの程度発生しうる

かを次の基礎実験で確認する． 
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3.2.2 基礎実験 

 基礎実験の条件について説明する．基礎実験は実際の鉄道環境の1/10スケール

となるように座標系を設定して実施し，停止位置目標の大きさは一般的な日本

の鉄道の停止位置目標の大きさである0.18 m×0.18 mを基準としてその1/10スケ

ールの直径0.018 mの円とする．カメラの解像度は1280×960 pixel，ピクセルサ

イズは3.75 μm，焦点距離は3.4 mm，フレームレートは52 fps，画角は35°，カ

メラの設置高さは地面より359mmとし，画像処理装置は2.5 GHzのCPUを使用す

る．  

次に停止位置目標の画像処理の流れを図 11に示す．はじめにRGB形式で記録

された画像(図 11 (a))をHSV形式(H : Hue, S: Saturation, V: Value)に変換する．停

止位置目標の色は停止位置目標付近の背景画像のHSVのヒストグラムを作成し，

出現頻度が低いHSV値であるH:180，S:100，V:100とした．HSV形式に変換され

た画像から停止位置目標の色相(H)に着目して対応するHSVの領域を抽出した二

値画像を作成する(図 11 (b))．二値画像作成に使用したHSVの閾値は，H:90~224，

S:14~100，V:27~79である．次に任意の注目する画素の周辺に黒い画素があれば

黒に置き換える収縮という処理を2回実施し，その後周辺に白い画素があれば白

に置き換える膨張という処理を2回実施してノイズを除去するオープニング処

理を行い(図 11 (c))，その後ノイズ除去後の二値画像の中で白い画素をクラスタ

リングし，クラスタリングされた領域のうちもっとも大きな領域の白い画素の

集まりを停止位置目標として認識する．停止位置目標を認識したあと，停止位

置目標の重心の像素子上の位置を算出する． 
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図 11 停止位置目標認識処理の流れ 

(a)カメラで取得した画像 

(b)注目領域を抽出した二値画像 

(c)ノイズ除去後の二値画像 

Fig. 11 Image proseccing flow. 

(a) Original image (RGB). 

(b) Binary image extracted by target HSV value. 

(c) Bibary image after noise removal process. 
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停止位置目標と列車の先頭位置までの相対距離をLとし，画像センサ上の停止位

置目標の写像の重心位置とレンズ中心線までのピクセル数をdyとする．相対距

離Lが250, 300, 350, 400, 450, 500 mmの地点で画像処理による重心位置dyの算出

を時間を置いて4回実施し，重心位置のばらつきを測定する．結果を表 2に示す．

dy_aveは各Lにおける4回の試行結果dy1~dy4の平均値であり，SDは各Lにおける4

回の試行結果dy1~dy4の3σである．相対距離と重心位置関係は本来非線形である

が，ここでは相対距離が微小変化(100 mm)する間では線形近似が成り立つと仮

定する．また重心位置のばらつきは正規分布と仮定し，3σまでをばらつきの範

囲とすると，画像処理に伴う重心位置のばらつきによる相対距離誤差X_div[mm]

は式(2)で定義できる． 

 

 

(2) 
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ここで，各変数の添え字は各変数の相対距離を表し，L=300のときのdy_aveL-50

はL=250のときのdy_ave，dy_aveL+50はL=350のときのdy_aveを意味する．次に

L=300, 350, 400, 450 mmの地点における相対距離誤差Xdivを算出した結果を表 3

に示す．蛍光灯環境下における基礎実験では画像処理による相対距離誤差は最

大3.1 mmであった．基礎実験は1/10スケールを想定しており，実スケールにおけ

る画像処理に起因する誤差はその10倍の31 mm程度と推定される． 

 基礎実験の結果から照明環境下において画像処理による相対距離算出のばら

つきは数十 mmのオーダーであり，メートル単位の誤差が発生する累積誤差や

フレームレートに起因する位置誤差と比較して十分小さいことが確認された．

そのため，本節のシミュレーションでは画像処理に伴う位置誤差は考慮しない

こととする． 

 

表 2 基礎実験における重心位置測定結果 

Table 2 Measurement result of dy at each L. 
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3.2.3 シミュレーション条件 

提案手法による自己位置を用いた定点停止制御の実現性検証を 1/1 スケール

を対象としたシミュレーションで実施する．シミュレーションで考慮する位置

誤差は基礎実験の結果より(1)累積誤差，(2) フレームレートに起因する誤差とし

た．シミュレーションは従来方式(オドメーター+マーカー方式)，提案手法(停止

位置目標 1 個)，提案手法(停止位置目標 2 個)について実施し，定点停止制御の

停止位置精度を評価する． 

シミュレーション条件を以下に示す．  

 

(1)従来手法 

   位置補正方法：マーカー 

  位置補正地点：停止目標の手前 10, 100, 400m 

  位置誤差：累積誤差(走行距離の±1%)， 

マーカーによる位置補正時の位置誤差なし  

(2)提案手法(停止位置目標 1 個) 

  位置補正方法：画像処理 

  停止位置目標設置位置：目標停止位置のみ 

  停止位置目標検知距離：20, 40, 60, 80, 100m 

  位置誤差：停止位置目標を認識するまでは累積誤差(走行距離の±1%)， 

停止位置目標認識後はフレームレートに起因する誤差 

Table 3 Estimated position error derived from  

examination result of the 1/10 scaled test track. 

表 3 画像処理のばらつきに起因する位置誤差 
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(3)提案手法(停止位置目標 2 個) 

  位置補正方法：画像処理 

  停止位置目標設置位置：目標停止位置と目標停止位置手前 100m 

   停止位置目標検知距離：20, 40, 60, 80, 100m 

  位置誤差：停止位置目標を認識するまでは累積誤差(走行距離の±1%)， 

停止位置目標認識後はフレームレートに起因する誤差 

 

図 12 に従来手法，図 13 に提案手法(停止位置目標 1 個)，図 14 に提案手法(停

止位置目標 2 個)の誤差モデルを示す．自動車の自動運転に用いられている画像

処理技術の対象物検知距離は最長 100 m 程度[40]であるため，提案手法の停止位

置目標検知距離は最長 100m とする．また，画像処理による停止位置目標検知距

離は外界条件により変動することが想定されるため，検知距離を 20, 40, 60, 80, 

100m の 5 通り設定する．シミュレーションは従来手法については累積誤差条件

の 2 通り，提案手法については累積誤差条件 2 通り×停止位置目標検知距離 5

通りの 10 通りについて停止位置目標 1 個の場合と 2 個の場合について各 1 回ず

つ，計 22 回行う． 
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図 13 停止位置目標が一つの場合の位置誤差モデル 

Fig. 13 Position error model in proposed method in case of  

target is located at target stopping position. 

図 12 オドメーター＋マーカー方式の位置誤差モデル 

Fig. 12 Position error model  

in conventional localization (Odometry + Marker). 



 

 

第 3 章 画像処理による自己位置推定技術  

30 

 

 

次にシミュレーション構成を図 15 に示す．走行する列車には加速を妨げよう

とする力が発生する．直線平坦路を一定速度で走行するときに生じる抵抗を走

行抵抗 R[N]と呼び，JIS[41]では式(3)で定義される． 

 

 

(3) 

 

ここで V は列車速度[m/s]，Mmは編成のうち駆動装置が実装された車両の質量

による荷重[kN]，Mt は編成のうち駆動装置が実装されていない付随車両の質量

による荷重 [kN]， n は編成両数である．今回のシミュレーションでは

Mm=1177.2[kN]，Mt=784.8[kN]，n=10 とする．列車速度の 0・1 次項は機械的な

図 14 停止位置目標が二つの場合の位置誤差モデル 

Fig. 14 Position error model in proposed method in case of  

target is located at both target stopping position and sub-target position. 
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抵抗に起因する抵抗を，2 次項は空気抵抗に起因する抵抗を表現している．列車

モデルの無駄時間 D は 1 秒とする． 3.2.3 で定義した位置誤差条件に基づいて，

自己位置に位置誤差追加し比例制御部へ自己位置として渡す．定点停止制御は

自己位置から求まる目標速度に追従するように列車を制御する．追従制御は比

例制御で行い，最大減速度は 0.93 m/s
2，最大ジャークは 4.65 m/s

3とした．比例

制御のパラメータは位置誤差がない条件で複数回定点停止制御を試行し最適化

した値を使用する．比例制御に関して車両特性のばらつきに起因する停止位置

精度の悪化が考えられるが，実際に発生した減速度に基づいて列車ごとの特性

を学習できる自動調整技術に関する研究が多く報告されており[42][43][44]，こ

れらの技術を活用することで車両特性のばらつきに起因する精度悪化は相殺で

きると考える．そのため，今回のシミュレーションの車両モデルは車両特性の

ばらつきは考慮せず無駄時間のみとし，位置誤差が停止位置精度に与える影響

を検証する． 

 

 

 

 

図 15 シミュレーション構成 

Fig. 15 Simulation configuration. 
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3.2.4 シミュレーション結果 

シミュレーションの結果，従来方式による定点停止制御の停止位置誤差は累

積誤差が正の場合が0.25 m，累積誤差が負の場合は0.04 mであった．次に提案手

法の定点停止制御の結果を表 4に示す．停止位置目標1個の条件では累積誤差が

負かつカメラの検知距離が40 m以下の場合に停止位置誤差が3.41, 6.11 mとなり

停止位置精度1mを満たせなかった．一方，停止位置目標2個の場合の停止位置誤

差は累積誤差の正負や停止位置目標の検知距離に関わらず停止位置精度1 mを

満たしていた． 

以上の結果から提案手法を用いて定点停止制御を行う場合，停止位置目標を2

個設置すればカメラの検知距離によらず停止位置精度を満たすことが分かった．

停止位置目標2個の場合の停止位置誤差は0.14~0.21mであり，従来手法の停止位

置誤差0.04~0.25mと同等の精度が得られた[45]． 

 

 

 

 

 

 

表 4 提案手法の停止位置誤差[m] 

Table 4 Stopping position error result of proposed method. 
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3.3 1/10 試験線による停止位置精度の評価 

本節では実機に近い環境として 1/10 スケールの試験線を用いて提案手法によ

る定点停止制御を行い，停止位置精度の評価を行う． 

 

3.3.1 1/10 試験線の構成 

 実機に近い環境として1/10試験線を用いた評価を行う．試験線の概観を図 16

に，1/10試験線のシステム構成を図 17に示す．試験線は12m×10mの敷地に外周

33m,内周30m，軌間127mmの環状線を有し，同時に最大6両の列車が運行可能で

ある．試験線は地上に設置された制御システム，列車，変電システムで構成さ

れている．変電システムは安定化電源と電子負荷で構成されており，直流24Vの

トロリ線を介して列車に電力を供給し，自動運転システムプログラムのトルク

指令に従って列車が制御される．各列車は軌道に敷設されたRFIDを列車のリー

ダーで読み込むことで自己位置を認識している． 

 

 

図 16 1/10 スケール試験線概観 

Fig. 16 Overview of 1/10-scaled test track. 



 

 

第 3 章 画像処理による自己位置推定技術  

34 

 

 

3.3.2 1/10 試験線車両および試験構成 

図 18に1/10試験車両を示す．1/10試験車両は全長1.244m, 幅0.27m,レール面か

らの高さ0.47m,車両質量83kg,車輪径0.102m,モータ最大回転数 5950rpm 最高速

度11km/hである．制御システムの自動運転プログラムからトルク指令をWi-Fi経

由で受信し，車両は100ms周期で制御される．レール方向の車両サイズを実際の

列車の1/10スケールとし，速度も1/10スケールとすることで実際の列車と試験線

の等価性を確保する．カメラの解像度は1280×960pixel, 画像処理装置は2.5GHz

のCPUを使用し，画像処理装置は車両に搭載する．停止目標の大きさは一般的

な日本の鉄道の停止目標の大きさである0.18m×0.18mを基準としてその1/10の

直径0.018mの円とし，停止位置に車両が停止したときに停止目標がカメラの画

図 17 1/10 試験線システム構成 

Fig. 17 System configuration of test track. 
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角内に納まるように停止目標は目標停止位置の0.5m先に設置する．試験は蛍光

灯下で行い，試験区間は試験線の直線区間で定点停止制御開始時の列車速度は

4km/h，停止位置精度は±1mの1/10の±0.1mとする． 

 

3.3.3 試験手順 

画像処理によって推定した自己位置を用いた定点停止制御試験は以下の手順

で実施する． 

(1)停止位置目標の色の決定 

(2)定点停止制御のパラメータ調整 

(3)目標停止位置からの相対距離と停止目標の撮像素子上の位置関係の測定 

図 18 1/10 試験車両 

Fig. 18 1/10 scaled test vehicle. 
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(4)画像処理による自己位置を用いた定点停止制御を10回試行 

はじめに停止位置目標の色(H : Hue, S: Saturation,  V: Value)を決定する．決定試

験の様子を図 19に示す．複数種類の色から試験線環境に存在しない色として 

(H: 180, S: 100, V: 100)を得た．次に定点停止制御が車両の停止位置のばらつきに

影響を与えないように，定点停止制御の比例制御係数を複数回定点停止制御を

試行し，最適化する．次に目標停止位置から2800mmまで100mmごとに車両を移

動させて各地点で画像を取得する．取得した画像に画像処理を行い停止目標の

撮像素子上の位置(dy)を算出する．目標停止位置からの相対距離(L)と停止目標の

撮像素子上の位置(dy)との関係を停止位置目標の撮像素子上の位置をテーブル

として記録する．目標停止位置からの相対距離と停止目標の撮像素子上の位置

との関係を図 20に，目標を画像処理で検知している様子を図 21に示す．撮像

素子上の位置と図 20に示す関係から自己位置を推定し，自己位置に基づいて得

られる目標速度に追従するように定点停止制御を実施する．定点停止制御は10

回試行し，停止位置精度を測定する． 
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図 19 停止位置目標色の決定試験 

Fig. 19  Test of determination of color used for target sign. 
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図 21 停止目標の検出結果例 

Fig. 21 Example of detection of sign by image recognition. 

図 20 目標停止位置からの相対距離と 

停止目標の撮像素子上の位置との関係 

Fig. 20 Database of L and dy used for the experiment. 
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3.3.4 試験結果 

提案手法の定点停止制御結果の一例を図 22に示す．図 22から相対距離が連

続的に算出できていること，目標速度の算出と目標速度への追従制御が出来て

いることが確認できた．10回の定点停止制御の停止位置精度を図 23に示す．停

止位置精度Aは式(4)で算出する． 

 

 

(4) 

 

ここでXtは目標停止位置，Xsは実際に試験車両が停止した位置である．停止位

置精度が正の値は目標停止位置を通過して停止したことを意味し，負の値の場

合は目標停止位置よりも手前で停止したことを意味する．図 23から10回の試行

すべてで停止位置精度±0.1mを満たすことを確認した．平均は-0.001m，標準偏

差は0.011m, 3σは0.033mであった[46]．試験線による評価は実際の鉄道システム

の1/10スケールとなるように設計されている．1/10試験線で停止精度±0.1mを満

たしており，その10倍となる実環境では±1mの停止精度を満たせると考えられ

る． 
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図 23 停止位置精度結果 

Fig. 23 Histogram of accuracy of stopping position. 

図 22 定点停止制御結果の例 

Fig. 22 Result of stopping control using vision-based localization. 
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3.4 まとめ 

 定点停止制御向けの低コストな自己位置推定技術として地上目標物と列車と

の相対距離情報を画像処理により算出し，地上目標物の絶対位置と相対距離か

ら自己位置を推定する方法を提案した．シミュレーションによる実現性検討で

は停止目標を2個設置することにより停止位置精度1mを満たせることを確認し

た．また，1/10試験線を用いた評価では画像処理によって連続的に自己位置が推

定できること，画像処理により推定した自己位置で定点停止制御が安定して動

作し，定点停止制御に求められる停止位置精度1mを満たせる見込みを得た． 

 提案方式は地上側設備である地上目標物（停止位置目標）を軌道上ではなく

駅のホームなどに設置が可能となり，設置コストを低減できる可能性がある．

マーカーは1駅当たり数百万円程度かかるのに対して停止位置目標コストは数

万から数十万円程度を想定している．車上設備は汎用品(数万円)であるカメラで

あり，鉄道システム向けに製造された受信機(数十万円)を利用するオドメーター

+マーカー方式と比較して低コスト化が期待できる． 
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第 4章  

車両特性を考慮した自動調整技術 
 

本章では定点停止制御技術のもう一つの課題であるシステム導入時の調整作

業コストについてコスト低減に向けた研究を行う．調整作業の大部分を占める

車両特性の把握にかかる調整日数を低減するために減速度波形から車両特性を

自動で把握する自動調整技術を提案し，提案手法の実機試験結果や計算負荷の

観点から有用性を評価する． 

 

4.1 自動調整技術 

4.1.1 動作原理 

 定点停止制御の調整作業に時間が掛かる理由として列車で実際に発生する減

速度が設計減速度とは異なることが挙げられる．図 24は設計減速度波形と発生

減速度波形のズレ具合を示す概念図である．著者らは発生減速度を以下のよう

に分解できると考えた． 

 

 発生減速度 = 設計減速度 + 定常偏差 + 外乱 

 

設計減速度は比例制御によって算出されたブレーキ指令に対して設計値として

定義された出力すべき減速度である．定常偏差は列車ごとの発生減速度のばら

つきであり，その変化周期は日や月単位と長く列車ごとに固有の値をとる．外

乱は降雨時に車輪が滑走することにより発生する一時的な減速度のばらつきや，

乗客の多寡に起因する一時的な減速度のばらつきである．従来の定点停止制御

の調整作業では定常偏差と外乱に起因する発生減速度の偏差を比例制御のパラ
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メータ調整で吸収していた．そのため比例制御で大きな減速度偏差を吸収する

必要があり，比例制御を難しくするとともに停止精度を満たす制御パラメータ

の範囲を狭く(パラメータが少ない)していた．その結果，最適な制御パラメータ

を決定するのに多くの作業時間を要していた．そこで著者らは定常偏差を自動

的に把握し，把握した定常偏差に基づいてブレーキ指令を補正することにより，

比例制御は降雨時の滑走など一時的な減速度のばらつきのみに対応させる方法

を提案する．提案手法により比例制御で吸収すべき減速度の偏差が小さくなり，

停止位置精度が安定するとともに停止精度を満たす制御パラメータが容易に決

定できると考えた．このように定常的な偏差を自動で把握する技術を自動調整

技術と呼ぶ．図 24に示すように設計減速度と発生減速度の定常偏差は減速度偏

差以外に無駄時間（指令から実際に列車が減速を開始するまでの遅れ）にも発

生する．本論文では減速度偏差と無駄時間の定常偏差を車両特性として把握す

ることとする． 

本論文で提案する自動調整技術を備えた定点停止制御のシステム構成を図 

25に示す．自動調整技術(図 25 色塗りの部分)は，走行データの減速度情報か

図 24 設計減速度と発生減速度のズレを示す概念図 

Fig. 24 Conceptual diagram about difference between designed deceleration  

and measured deceleration. 
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ら車両特性を抽出し，統計処理により最終的な車両特性を得る．車両特性とし

て把握するのは無駄時間（指令から実際に列車が減速を開始するまでの遅れ）

と減速度偏差（設計減速度と発生減速度の偏差）である．無駄時間と減速度偏

差の値は，ブレーキ指令に基づく設計減速度を時系列にプロットしたものであ

る設計減速度波形と，実際に発生した減速度を時系列にプロットしたものであ

る発生減速度波形とのズレ具合として把握する．自動調整技術は，はじめに発

生減速度波形を所定範囲（例：無駄時間0～2 秒，減速度偏差−1～+1km/h/s），

所定の刻み幅（例：無駄時間0.1 秒，減速度偏差0.1 km/h/s）で無駄時間方向・

減速度偏差方向に平行移動させた新たな波形を作成する．次に新たな波形を無

駄時間・減速度偏差のすべての組合せで作成し，設計減速度波形と比較し両波

形のズレを評価関数Jとし，評価関数Jが最小となるときの無駄時間・減速度偏差

の組合せを車両特性として抽出する（以下，総当り法と称する）．総当り法で

算出した評価関数Jの例を図 26に示す．評価関数Jが最小となるときの無駄時

間・減速度偏差の組合せを車両特性として抽出する作業を駅停車ごとの走行デ

ータに対して行い，無駄時間・減速度偏差を積み上げる．図 25に示した統計処

理は空転・滑走などにより一時的に発生する車両特性のばらつきや，乗客の多

寡に起因する車両特性のばらつきが車両特性として学習されないように，外乱

の影響を除去するために実施する．一定期間車両特性(無駄時間・減速度偏差)

を積み上げし得られた最頻値をその列車の車両特性とする．最後に得られた車

両特性に対して適切な比例制御の制御パラメータを決定する．例えば得られた

減速度偏差は比例制御のバイアス値補正に使用し，無駄時間は無駄時間後の列

車位置予測に使用される． 
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図 25 自動調整技術のシステム構成 

Fig. 25 System configuration of automatic parameter tuning. 
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4.1.2 停止位置精度と計算負荷評価 

総当り法による自動調整技術の評価を停止位置精度と計算負荷の観点で評価

する．まず停止位置精度については総当たり法により得られた車両特性から比

例制御の制御パラメータを決定し，その制御パラメータを使用して実機にて定

点停止制御を行い停止位置精度を評価する．比較対象として手動で制御パラメ

ータを調整した場合の停止位置精度も測定する．停止位置精度結果を図 27 に示

す．自動調整技術なしの場合は停止位置精度ばらついているのに対し，自動調

整技術を用いて決定した制御パラメータを用いることで停止位置精のばらつき

が抑制されていることが確認された．この結果，15 駅間の路線において調整日

数は 6 日から 2 日に大幅に短縮された[47]． 

次に計算負荷について評価する．自動調整技術は調整作業の短縮を目的とし

ており，自動調整技術による車両特性の把握は短期間で完了することが望まし

い．ところが提案手法では車両特性を統計処理により算出していることから，

統計処理に時間がかかることが懸念される．したがって統計処理データの早期

積み上げのため，車両特性を一駅間走行ごとに算出することを目標とする．国

内の複数の地下鉄路線（5 路線，対象駅間は 182 駅間）の駅間走行時分を調査し

図 26 評価関数の応答曲面例 

Fig. 26 Response surface of evaluation function. 
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た結果，走行時分は 80 秒以上（地下鉄の一般的な駅停車時分 30 秒を含む）で

あったため，計算時間の目標値を 80 秒とする． 

総当たり法による車両特性のパソコンにおける算出時間を， 定点停止制御装

置のCPUスペック(クロック周波数16MHz)で見積もった．結果，1駅間の走行デ

ータの車両特性算出時間が5000秒程度となり，開発目標である80秒を満たせな

かった．そこで，計算時間の短縮するために総当り法の計算負荷低減について

次節で検討を行う． 

 

 

 

 

 

 

図 27 停止位置精度 

Fig. 27 Comparison of stopping position accuracies with automatic parameter tuning  

and without automatic parameter tuning. 
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4.2 近似関数を用いた計算負荷低減 

4.2.1 計算負荷低減方法 

評価関数Jが2次関数のような挙動を示すことに着目し，評価関数Jを2変数2次

関数で近似し，近似関数の極小値から設計減速度波形と発生減速度波形のズレ

が最小となる無駄時間・減速度偏差の組合せを解析的に算出する方法を提案す

る(以下，近似関数法と称する)．総当たり法では無駄時間21条件と減速度偏差21

条件の計441条件で評価関数を計算していた．評価関数Jを式(5)に示すような2変

数2次関数で近似できれば，近似関数の6つの係数を導出するために6つの方程式

があればよいことになるため，評価関数の計算は6点で済むこととなり，大幅な

計算負荷低減が期待できる．以下，近似関数法の詳細を説明する．近似関数Z(x,y)

を 

 

Z (x,y)= ax
2

 + by
2

 + cx + dy + exy + f 

(5) 

 

と定義する．ここで，a,b,c,d,e,f は係数である．次に，無駄時間と減速度偏差の

組み合わせ(x,y)を6点選択し，評価関数J(x,y)を求めると連立方程式(6)を得る．行

列A(式(7))および列ベクトルa(式(8))，z(式( (9))を用いて連立方程式(6)は式(10)で

あらわされる． 

 

 
(6) 
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(7) 

 

 

(8) 

 

 (9) 

 

 

(10) 

 

ここで，式(6)が唯一の解を持つための十分条件は係数行列Aが正則であること

である．そこで無駄時間と減速度偏差の組み合わせのうち，総当たり法で得ら

れた車両特性(無駄時間・減速度偏差）に近い点から係数行列Aが正則となるよ

うな6点の無駄時間・減速度偏差の組み合わせを設定した．式(10)に左から逆行

列A
-1をかけると近似関数の係数を表す列ベクトルa(式(8))が求まり近似関数

Z(x,y)が得られる． 

 近似関数Z(x,y)がある無駄時間・減速度偏差の組み合わせ(p,q)で極小値をとる

とき，  
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(11) 

が成立する．式(11)を満たす(p,q)を求めることで近似関数Z(x,y)が極小値をとる

無駄時間・減速度偏差が得られる．事前検討から評価関数J(x,y)を求めると無駄

時間0～2秒，減速度偏差-1～1km/h/sの領域において，極値を有しており下に凸

の挙動をとることを確認されているため判別式による判定は省略する． 

式(11)を満たす(p,q)を近似関数Z(x,y)に関して求める．近似関数Z(x,y)を式(11)

に代入すると，連立方程式(12)を得る． 

 

 

(12) 

 

式(12)を(p,q)について解くと式(13)が得られる． 

 

 

(13) 

 

近似関数Z(x,y)の係数a,b,c,d,e,f は既知であるから，式(13)より近似関数Z(x,y)の極

小値が算出される．すなわち，評価関数J(x,y)が最小となる車両特性（無駄時間，

減速度偏差の組み合わせ）が得られる． 
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4.2.2 近似関数法の評価 

 近似関数法の評価を以下の観点で評価する． 

(1)評価関数Jに対して近似関数Zが妥当であること 

(2)計算時間が80秒以内であること 

(1)については，前述の実機検証時の走行データ（全80駅間走行データ）を用い

て，近似関数法で算出した制御パラメータが総当り法で算出した制御パラメー

タと一致するか， (2)については，1駅間の走行データの車両特性算出時間が80

秒以下であるかを判定基準とした． 

まず，近似関数Zの妥当性評価について述べる．総当たり法と近似関数法で算

出した車両特性の分布比較を図 28に示す．自動調整技術では各駅ごとに得られ

た車両特性に対して統計処理を行い，最頻値を最終的な制御パラメータとして

採用する．今回使用したデータでは総当たり法による制御パラメータが

0.4km/h/s，近似関数法による制御パラメータも0.4km/h/sであり総当り法と同じ

制御パラメータを近似関数法でも算出可能であることを確認した．すなわち2変

数2次関数で総当り法の評価関数を近似可能であることを確認した． 
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次に，計算負荷について検証する．計算負荷検証は以下の手順で実施した． 

(1)自動調整技術(総当たり法)をパソコンに実装し，車両特性の算出に必要な計

算時間を記録 

(2) 計算時間がクロック周波数に反比例すると仮定し，パソコンでの計算時間

から定点停止制御装置上での計算時間を見積 

  パソコン：CPUクロック周波数2,830MHz 

図 28 車両特性分布比較 

(a)総当り法 

(b)近似関数法 

Fig. 28 Tuning parameter result by : 

(a) round robin method. 

 (b)approximation function method. 
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  定点停止制御装置：CPUクロック周波数16MHz 

(3)総当たり法と近似関数法の評価関数の算出点の比率(6/441)から近似関数法

による計算時間を推定 

結果，定点停止制御装置における1駅間の走行データの車両特性算出の推定計

算時間が約70秒となり，目標である80秒以内となることを確認した．今回はす

べての既存の定点停止制御装置に適用可能とするために， 定点停止制御装置の

CPUとしては低いクロック周波数に条件で計算時間を評価したが，最新の定点

停止制御装置のCPUであればクロック周波数に応じて計算時間は短くなる．そ

の場合，統計処理が短期間で終了し，自動調整技術による制御パラメータの調

整も短期間で終了することが期待できる． 

 

4.3 まとめ 

 設計減速度波形と発生減速度波形のズレから車両特性が自動で把握できるこ

とを明らかにした．この自動調整技術で停止位置精度が安定することや従来の

専門作業員による調整と比較して調整作業日数が1/3になることを確認した．ま

た定点停止制御装置への実装検討も行い，近似関数法を用いることで計算負荷

を抑えつつ，追従制御の制御パラメータを自動で算出可能なことを明らかにし

た[48]． 
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第 5章 結論 
 

5.1 研究成果の概要 

 鉄道システムの省エネに寄与する自動運転技術をより多くの列車や路線に導

入するためには，定点停止制御を安価に実現することが重要である．そこで本

研究では，従来と比較して安価に定点停止制御を実現する技術について検討を

行った． 

 第2章では鉄道システムの自動運転技術で鍵となる定点停止制御に関して，そ

の構成要素と課題について述べた．定点停止制御システムの導入コストが高く

なる要因である，(1)高精度自己位置推定のための装置が高価，(2)システム導入

時に実使用環境下における専門作業員による調整作業が必要で人件費がかかる，

という二つの課題に対して(1)の課題を解決するための研究を第3章で，(2)の課題

を解決するための研究を第4章で行った． 

 第3章では現状のマーカーを用いた自己位置推定に代えて画像処理を用いて

自己位置を推定する新たな手法を提案した．提案手法について計算機シミュレ

ータを用いた実現性検討や，1/10スケールの試験車両を用いた提案手法による定

点停止制御の停止位置精度の評価を行い，目標とする停止位置精度を満たすこ

とを確認した．またコストの評価も行い画像処理を用いることでコストが低減

されることを明らかにした． 

 第4章では，もう一つの課題であるシステム導入時の調整作業コストを低減す

るための研究を行った．まず，調整作業の大部分を占める車両特性の把握につ

いて減速度波形から自動調整を行う技術を提案し，提案手法の実機試験結果や

計算負荷の観点から有用性を評価した．その結果，近似関数を用いた自動調整

技術によって計算負荷を低減しつつ，停止位置精度を満足することを明らかに

した．また，自動調整技術により従来の専門作業員による調整と比較して調整

作業日数が1/3となること明らかにした． 
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 以上のように本研究により定点停止制御の課題であった導入コストの高さを

改善できる見通しが得られた．本研究で得られた成果を自動運転技術に適用す

ることで低コストで自動運転技術が実現される見込みが得られた．その結果，

自動運転技術を用いて省エネな走行パターンで列車を走行させることが可能と

なり，運転士ごとの運転操作のばらつきに起因する消費エネルギーのばらつき

が抑制され，消費エネルギーが20%程度削減できると考えられる． 

 

5.2 残された課題と今後の展望 

 本研究では画像処理による自己位置推定技術について照明が存在し環境が安

定した地下路線を対象とする前提条件をおいた．省エネのために自動運転技術

を広めていくためには，屋外を走行する路線への適用を検討する必要がある． 

 そのため今後は画像処理による自己位置推定技術の自己位置推定精度や，画

像処理による推定自己位置を用いた定点停止制御の安定性について屋外を含め

た様々な環境で評価していく予定である． 
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